
令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

林業経営環境が厳しい現状にあっては、所有者による適切な管
理は困難であり、森林の公益的機能を維持、保全するためにも
国等と連携して事業を実施する必要がある。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

14.0% 1,674,160

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

新川森林組合へ補助金を交付。
間伐　10.50ha

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

481,440 722,160 50.0% 722,160

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,241,920 1,509,440 1,483,440 1,720,710

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 641,920 481,440

2

②年間所要時間 時間 160 120 120 180 50.0% 180

-2.9% 952,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

⑤一般財源 円 2,600,000 1,028,000 1,002,000 998,550

③地方債 円

②県支出金 円財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

2,600,000 1,028,000 1,002,000 998,550 -2.9% 952,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

100.3% 380 成
果

間伐実施面積(H14～) ha 344 360 370 371 

9 11 11 100.0% 10 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

補助対象面積 ha 22 

２
事
業
概
要

事 業 概 要
間伐、保育等の施業を長期的な観点に立って計画的、かつ、適切に行い、森林資源の充実、県民の要請に応えた公益的機
能の発揮に資するための事業である。

対　   　象 市内民有林

手       段
（活動指標）

新川森林組合が行う施業に対し補助金を交付する。

意       図
（成果指標）

個人造林地における森林施業を推進し、森林の持つ公益的機能の維持増進を図る。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 造林事業費

基本事業名 基本事業05－１．林業生産基盤の整備強化 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 昭和57年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 間伐促進事業 係　　　　　名 業務林政係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1036

補助金 12

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 間伐促進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

支援する林業関係団体等の決算状況、活動内容の精査、また適
正な支援額であるかなどの検証を行いつつ、関係団体の林業振
興活動の充実や林業経営体の経営健全化に努めなければならな
い。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

2.0%

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

新川森林組合へ補助金を交付した。
また、７団体への負担金を納付した。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

2,326,960 2,407,200 0.0% 2,326,960

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 4,607,161 5,172,973 5,271,960 5,276,202

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 2,326,960 2,407,200

2

②年間所要時間 時間 580 600 580 600 0.0% 580

3.7%

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

⑤一般財源 円 2,280,201 2,765,773 2,945,000 2,869,002

③地方債 円

②県支出金 円財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

2,280,201 2,765,773 2,945,000 2,869,002 3.7%

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

0 成
果

不正発見 回 0 0 0 0 

2,766 2,945 2,870 97.5% 3,138 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

補助金の額 千円 2,280 

２
事
業
概
要

事 業 概 要 新川森林組合等への運営補助金及び林業各種団体への負担金

対　   　象 新川森林組合及び林業各種関係団体

手       段
（活動指標）

補助金の交付及び負担金の納付

意       図
（成果指標）

新川森林組合及び林業各種団体へ助成することにより、運営の円滑化及び健全化を図る。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業総務費

基本事業名 基本事業05－２．林業経営基盤の整備強化と担い手育成 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成5年度以前 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 林業関係団体振興事業 係　　　　　名 業務林政係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1036

補助金 16

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 林業関係団体振興事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

林道は、森林施業を実施するための施設としてだけではなく、
公益的機能を持つ森林の保全に必要な施設であり、これを適切
に維持管理、また改良していかなければならない。地元等の要
望が多くあり、緊急性や必要性等を勘案し優先順位を定め、県
補助金を活用して事業を実施する。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

-16.3% 11,138,800

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

平成31年度工事５路線について改良工事を実施。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

2,407,200 2,407,200 0.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 10,051,737 14,656,303 12,536,200 12,262,123

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 1,604,800 2,407,200

3

②年間所要時間 時間 400 600 600 600 0.0% 400

-18.9% 4,910,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

123,000 59,843 -0.6% 124,000

⑤一般財源 円 4,377,115 6,292,080 5,206,000 5,101,080

4,500,000

③地方債 円

②県支出金 円 3,990,000 5,896,800 4,800,000 4,694,000 -20.4%財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円 79,822 60,223

8,446,937 12,249,103 10,129,000 9,854,923 -19.5% 9,534,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

100.0% 100 成
果

改良等の実施率 ％ 100 100 100 100 

3 5 5 100.0% 3 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

改良等が実施された路線数 路線 3 

２
事
業
概
要

事 業 概 要 林道の安全な通行の確保及び維持管理労力の軽減を図る。

対　   　象 改良、舗装などが必要な林道。

手       段
（活動指標）

市が管理する林道について、地区からの改修等に関する要望を受け、当事業の要件を満たす場合に県へ採択要望を行い、
採択後に工事を実施する。

意       図
（成果指標）

・林道が安全に通行できる。
・林道の維持管理労力が軽減される。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業振興費

基本事業名 基本事業05－１．林業生産基盤の整備強化 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 県単独林業基盤整備事業 係　　　　　名 農林整備係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1037

ハード事業 73

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 県単独林業基盤整備事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

林道は、森林施業を実施するための施設としてだけではなく、
公益的機能を持つ森林の保全に必要な施設である。同事業は、
他の市町を横断する基幹林道の整備に係るものであり、関係市
町と連携して事業の促進を図っていかなければならない。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

-5.7% 15,407,200

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

○富山県が整備を行う林道事業に関する地元調整を行ったり、市負担金の支払いを行った。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

3,209,600 2,407,200 -25.0% 2,407,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 10,755,146 20,716,636 20,345,246 19,533,991

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 2,006,000 3,209,600

2

②年間所要時間 時間 500 800 800 600 -25.0% 600

-47.2% 1,300,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

⑤一般財源 円 949,146 3,369,965 1,786,646 1,778,132

③地方債 円 7,800,000 13,900,000 15,100,000 15,100,000 8.6% 11,700,000

②県支出金 円 237,071 249,000 248,659 4.9%財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

8,749,146 17,507,036 17,135,646 17,126,791 -2.2% 13,000,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

99.2% 80.8 成
果

事務進捗率 ％ 76.4 78.3 79.9 79.3 

16.07 16.40 16.29 99.3% 16.59 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

整備済み路線延長 ｋｍ 15.69 

２
事
業
概
要

事 業 概 要
豊富な森林資源に恵まれた林業圏域において、林道網の中枢をなす基幹的林道として富山県が整備を行う林道事業に関す
る地元調整及び市負担金の支払いを行うものである。

対　   　象 県営林道事業

手       段
（活動指標）

整備箇所に係る地元調整や市負担金の支払い

意       図
（成果指標）

県営林道の円滑な整備を推進する。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業総務費

基本事業名 基本事業05－１．林業生産基盤の整備強化 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度 平成31年度 予
算
科
目

予 算 事 業 名 県営林道事業 係　　　　　名 農林整備係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1037

補助金 74

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 県営林道事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

林道は、森林施業を実施するための施設としてだけではなく、
公益的機能を持つ森林の保全に必要な施設であり、これを適切
に維持管理、また改良していかなければならない。地元等の要
望が多くあり、市単独事業予算を確保し緊急性や必要性等を勘
案し優先順位を定め事業を実施する。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

1.8% 3,104,800

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

１路線について林道の路面改修工事を実施。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

1,604,800 1,604,800 0.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,075,959 2,989,325 3,104,800 3,041,889

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 1,604,800 1,604,800

2

②年間所要時間 時間 400 400 400 400 0.0% 400

-0.6% 1,410,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 2 3 2 0.0%

90,000 87,480 224.9% 90,000

⑤一般財源 円 1,383,679 1,357,601 1,410,000 1,349,609

③地方債 円

②県支出金 円財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円 87,480 26,924

1,471,159 1,384,525 1,500,000 1,437,089 3.8% 1,500,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

100.0% 1 成
果

小規模な改良等の実施件数 件数 1 2 1 1 

2 1 1 100.0% 1 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

小規模な改良等が実施された路線数 路線 1 

２
事
業
概
要

事 業 概 要 林道の安全な通行の確保及び維持管理労力の軽減を図る。

対　   　象 小規模な改修や修繕・補修が必要な林道

手       段
（活動指標）

地区からの改修等に関する要望を受け、林道の修繕、補修等を実施する。

意       図
（成果指標）

・林道が安全に通行出来る。
・林道の維持管理労力が軽減される。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業振興費

基本事業名 基本事業05－１．林業生産基盤の整備強化 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 市単独林道事業 係　　　　　名 農林整備係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1037

ハード事業 75

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市単独林道事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○
今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

林道は、森林施業を実施するための施設としてだけではなく、
公益的機能を持つ森林の保全に必要な施設であり、これを適切
に維持管理、また改良していかなければならない。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

-10.2% 32,927,000

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

基幹林道である坪野虎谷線において舗装改良工事を実施した。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

2,006,000 2,006,000 0.0% 2,006,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 28,691,200 29,027,600 29,179,000 26,055,440

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 1,604,800 2,006,000

2

②年間所要時間 時間 400 500 500 500 0.0% 500

-7.8% 1,291,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

630,000

⑤一般財源 円 986,400 921,600 1,073,000 849,440

20,000,000

③地方債 円 8,100,000 8,100,000 8,100,000 7,200,000 -11.1% 9,000,000

②県支出金 円 18,000,000 18,000,000 18,000,000 16,000,000 -11.1%財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

27,086,400 27,021,600 27,173,000 24,049,440 -11.0% 30,921,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

65.6% 100.0 成
果

改良等の実施率 ％ 112.6 94.1 100.0 65.6 

514 520 341 65.6% 350 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

整備延長 ｍ 394 

２
事
業
概
要

事 業 概 要
国・県の補助金を活用し、早期に計画延長の林道舗装を実施することにより、維持管理が大幅に軽減される。また、林業
機械の導入により森林整備の効率化を図り、走行時間の短縮から林業従事者の就業環境の改善等を図る。

対　   　象 国の採択基準を満たし、改良・舗装などが必要な幹線・その他林道

手       段
（活動指標）

市が管理する林道について、地区からの改修等に関する要望を受け、当事業の要件を満たす場合に国・県へ採択要望を行
い、採択後に工事を実施する。

意       図
（成果指標）

林道が安全に通行でき、走行時間の短縮から就業環境の改善を図る。
林道の維持管理労力が軽減される。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業総務費

基本事業名 基本事業05－１．林業生産基盤の整備強化 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成28年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 団体営林道舗装交付金事業 係　　　　　名 農林整備係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1037

ハード事業 85

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 団体営林道舗装交付金事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

　植樹事業はＨ29～31年度の３箇年計画であったことから、今
年度が最終年であった。
　今後については、プロジェクトの一環として、将来のたても
んの部材となる木々を市民とともに育てる「たてもんの森」を
整備していくこととしており、森と海に恵まれた豊かな自然環
境を引き継ぐ市民意識の熟成を図る。(主管課：生涯学習・ス
ポーツ課)

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

-1.3% 0

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

たてもんの部材となる、スギ・ヒノキ・ケヤキを市民の手による植樹。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

641,920 641,920 0.0% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,811,440 1,252,120 1,253,520 1,235,920

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 481,440 641,920

0

②年間所要時間 時間 120 160 160 160 0.0% 0

-2.7% 0

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 3 3 3 0.0%

⑤一般財源 円 1,330,000 610,200 611,600 594,000

③地方債 円

②県支出金 円財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

1,330,000 610,200 611,600 594,000 -2.7% 0

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

100.0% 0.00 成
果

植栽面積 ha 0.07 0.07 0.07 0.07 

240 240 240 100.0% 0 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

植栽本数 本 240 

２
事
業
概
要

事 業 概 要
平成28年に魚津のタテモン行事を含む全国の「山・鉾・屋台行事」がユネスコ無形文化遺産に登録され、平成29年5月には
全国植樹祭が魚津で開催されたことにより、二つの大きな出来事を結びつけ、海と山をつなぐ文化を育て、市民の郷土愛
を育み、森と海に恵まれた豊かな自然環境を引き継ぐ市民意識の熟成を図る。

対　   　象 たてもんの森

手       段
（活動指標）

たてもんの部材となる、スギ・ヒノキ・ケヤキの植樹。

意       図
（成果指標）

将来のたてもんの部材となる木々を市民とともに育てる「たてもんの森」を整備する。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

林業費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 林業総務費

基本事業名 基本事業05－３．地場産材の需要拡大 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 農林水産業費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成29年度 終了年度 平成31年度 予
算
科
目

予 算 事 業 名 全国植樹祭開催準備事業（たてもんと全国植樹祭レガシー事業） 係　　　　　名 業務林政係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1036

ハード事業 86

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 たてもんと全国植樹祭レガシー事業 担
当
部
署

課　　等　　名 農林水産課



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

魚津市産木材を使用し住宅建設を行う場合に助成するうおづの
木利用促進事業は、地場産材の木材利用促進や良質な木造住宅
の建設推進に結びつくものであり、利用率向上を図ることが重
要ではあるが、農林水産課においてＲ３年度からこれに代わる
制度を開始予定であり、これに併せて本制度はＲ２年度をもっ
て廃止を予定している。

Ｒ２年度を以って廃止予定のため必要な
し。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

１ 適正である

負担割合の適正化 ２ 改善の余地あり

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり

２
次
評
価

不要

１ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方の中で負担割合に改善が必要

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

38.0% 1,962,880

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・市広報において制度の案内を行った。（4回/年）
・申請者への事業認定、交付決定及び額の確定を行った。
・現地においてうおづの木利用箇所の確認を行った。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

962,880 962,880 0.0% 962,880

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,487,880 2,037,880 2,812,880 2,812,880

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 962,880 962,880

2

②年間所要時間 時間 240 240 240 240 0.0% 240

72.1% 1,000,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

⑤一般財源 円 1,525,000 1,075,000 1,850,000 1,850,000

③地方債 円

②県支出金 円財
源
内
訳

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

1,525,000 1,075,000 1,850,000 1,850,000 72.1% 1,000,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位
H29年度 H30年度 R1年度

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

163.8% 80 

利用率（申請件数/着工戸数） ％ 3 3 4 4 100.0% 2 

1,850 185.0% 1,000 

成
果

魚津市産木材の利用量 ㎥ 117 79 80 131 

3 4 6 150.0% 3 

補助金総額 千円 1,525 1,075 1,000 

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

申請件数 件 4 

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市産木材を利用した住宅を建築することで、地場産材の木材利用促進及び関連産業の活性化と、良質な木造住宅の建設推進
を目的とし、魚津市産木材を一定以上利用する戸建て住宅を建築（新築、増築又は改修）する方へ補助金を交付する事業。

対　   　象 地場産材を５ｍ3以上利用する戸建て木造住宅及び付属建物を建築する者

手       段
（活動指標）

・事業認定申請の受付、審査及び認定
・補助金交付申請、実績報告の受付、現場確認及び補助金交付

意       図
（成果指標）

・魚津市産木材の利用量の増加
・魚津市産木材を利用した住宅の増加

根　拠　法　令 なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

住宅費

施　策　名 施策05．林業の振興 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業05－３．地場産材の需要拡大 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 土木費

政　策　名 政策03．地域の特性を活かした農林水産業の振興 項

事　業　期　間 開始年度 平成17年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 うおづの木利用促進事業 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

補助金 11

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 うおづの木利用促進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課


